
 

「 芸術・ 文化の薫るまち・ 灘」 魅力発信事業補助金交付要綱 

令和７ 年 3 月 13 日 灘区⻑ 決定 

（ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、「 芸術・ 文化の薫るまち・ 灘」 魅力発信事業に関する経費について、 地方自

治法（ 昭和 22 年法律第 67 号）、 地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号）、 神戸市補助金の

交付に関する規則（ 平成 27 年３ 月神戸市規則第 38 号。 以下「 補助金規則」 と いう 。） に定めが

あるも ののほか、 当該補助金の交付等に関し て必要な事項を定める。  

 

（ 対象事業）  

第２ 条 補助対象事業は、文化・ 教育施設が集積する灘文化軸(摩耶山麓から H AT 神戸)またはミ

ュ ージアムロード (王子動物園から 県立美術館)周辺（ 以下、「 対象地域」 と いう ） の地域資源を

活用し 、「 芸術・ 文化の薫るまち・ 灘」 の魅力発信や賑わいを創出する、 対象地域において実施

する集客・ 交流イ ベント と する（ 以下、「 補助事業」 と いう ）。  

  

（ 対象者）  

第３ 条 補助事業の対象と なる者は、 以下のいずれにも 該当する者と する（ 以下、「 補助事業者」

と いう ）。  

⑴ 団体規約等を 有し 、 事業責任者、 会計責任者等を 明確にし ている実行組織であるこ と  

⑵ 対象地域の文化・ 教育施設や地域団体・ 学生等の地域人材、 店舗等と 連携し 、 補助事業を 遂

行する能力があるこ と  

⑶ 宗教的活動または政治的活動でないこ と  

⑷ 神戸市の基本計画等に反する 活動でないこ と  

⑸ 法令に違反する活動でないこ と  

 

（ 対象期間）  

第４ 条 補助の対象と なる期間は、 4 月１ 日から 翌年の３ 月１ ５ 日までと する。  

 

（ 対象経費）  

第 5 条 対象と なる経費は、 補助事業者が当該年度内に実施する補助事業に要する経費のう ち、

次の各号に掲げるも のと する。  

⑴ 需用費 印刷、 発送、 記録や消耗品等に要する費用  

⑵ 使用料 会場使用料、 活動に必要と さ れる 機器・ 機材の借上料 

⑶ 役務費 保険料、 会場設営費等の人手を要する費用 

⑷ 謝金  講師やアド バイ ザー等への謝金 

⑸ 旅費  活動にかかる交通費 

⑹ 委託料 調査等の委託料  

⑺ その他区⻑ が必要と 認める経費 

２  補助事業実施当日に荒天や天変地異、 その他予期せぬ事情により 補助事業の実施が不可能と

なっ た場合、 区⻑ は、 その準備にかかっ た費用について内容を 精査し 、 補助対象経費と するこ



 

と ができ る。  

３  前２ 項の規定に関わら ず、 次の各号に掲げるも のは、 対象から 除外する。  

⑴ 飲食費、 打ち 上げ、 レ セプショ ン等にかかるも の 

⑵ 領収書がないなど使途が不明なも の 

⑶ 団体を運営するための経費 

⑷ その他区⻑ が適当でないと 認めたも の 

 

（ 補助金の額）  

第 6 条 補助金の額は、 予算の範囲内において、 補助対象経費の２ 分の１ 以内かつ 500,000 円を

超えない額（ 千円未満は切り 捨てるも のと する） を 限度と する。  

 

（ 交付申請）  

第 7 条 申請者は、 補助金規則第５ 条第 1 項に基づき 補助金の交付を申請すると き は、 次に掲げ

る書類を 別に定める期間内に区⻑ まで提出し なければなら ない。  

⑴ 補助金交付申請書（ 様式第１ 号）  

⑵ 事業責任者、 会計責任者が確認でき るも の（ 団体規約や定款、 構成員名簿等）  

⑶ 事業計画書（ 様式第１ 号 別紙）  

⑷ 補助事業に係る収支予算書 

 

（ 申請内容の審査）  

第 8 条 区⻑ は、 申請内容について書面による審査を 行い、 第２ 条および第３ 条の要件に明ら か

に該当し ないと 認めら れる場合は、 理由を 付し て、 不採択と し て補助金不交付決定通知書（ 様

式第３ 号） により 申請者に対し て通知する。  

２  区⻑ は、 前項により 不採択と なら なかっ た申請者に対し 、 企画提案会を 開催し 申請内容につ

いて説明を求める こ と ができ る。  

３  区⻑ は、 前項の企画提案会の開催にあたり 審査員を 市職員より 指定する。  

４  審査員は、 申請内容に対し て目的、 地域性、 実現性、 発信力について意見を 述べるこ と がで

き る。  

 

（ 交付の決定）  

第 9 条 区⻑ は、 補助金規則第６ 条による補助金の交付決定を 行う と き は、 次に掲げる書類によ

り 速やかに申請者に通知するも のと する。  

⑴  補助金交付予定額決定通知書（ 様式第２ 号）  

⑵ その他区⻑ が必要と 認める書類 

２  区⻑ は、補助金規則第６ 条第３ 項による補助金の交付が不適当である旨の通知を 行う と き は、

次に掲げる書類を も っ て申請者に通知するも のと する。  

⑴ 補助金不交付決定通知書（ 様式第３ 号）  

⑵ その他区⻑ が必要と 認める書類 

 

 



 

（ 補助事業の変更等）  

第 10 条 補助事業者は、 補助金規則第７ 条第１ 項第 1 号に掲げる承認を 受けよう と すると き は

補助金交付決定内容変更承認申請書（ 様式第４ 号） を 、 同第２ 号に掲げる承認を 受けよう と す

ると き は補助事業等中止（ 廃止） 承認申請書（ 様式第５ 号） を 、 区⻑ に提出し なければなら な

い。  

２  区⻑ は、 前項の申請があっ たと き は、 当該申請に係る書類の内容を 審査し 、 承認するこ と が

適当であると 認めたと き は、 その旨を 補助金交付決定変更通知書（ 様式第６ 号） 又は補助事業

等中止（ 廃止） 承認通知書（ 様式第７ 号） により 、 補助事業者に通知するも のと する。  

 

（ 実績報告書の提出）  

第 11 条 補助事業者は、 補助金規則第 15 条に基づき 補助事業等の実績を 報告し よう と すると き

は、 次に掲げる書類を 当該補助事業等の完了後、 速やかに区⻑ まで提出し なければなら ない。  

⑴ 補助事業等実績報告書（ 様式第８ 号）  

⑵ 事業の実施状況がわかる書類 

⑶ 補助事業等に係る収支決算書 

(4)  領収書（ または請求書と 振込書） 原本 

 

（ 交付額の確定）  

第 12 条 区⻑ は、 補助金規則第 16 条による 補助金の交付額の確定を 行っ たと き は、 次に掲げる

書類により 、 速やかに補助事業者等に通知するも のと する。  

⑴ 補助金額等確定通知書（ 様式第９ 号）  

⑵ その他区⻑ が必要と 認める書類 

２  区⻑ は、 補助金額等確定通知書通知後、 速やかに補助金を 採択団体へ支払う も のと する。 た

だし 、 区⻑ が必要と 認める場合は補助金交付額確定通知書の金額を 減額修正するこ と ができ  

る。  

 

 

（ 活動の調査・ 評価等）  

第 13 条 区⻑ は、 補助を受けた団体に対し 、 活動終了後、 活動の効果または実績のヒ アリ ングを

行う こ と ができ る。補助を受けた団体は区⻑ から のヒ アリ ングの求めに応じ なければなら ない。 

２  区⻑ は、 必要と 認めると き は、 採択団体に対し て、 活動の関係資料の提出を 求め、 または、

必要な調査を 行う こ と ができ る。  

３  区⻑ は、 前項の調査等により 不適当な事項を発見し た場合には、 必要な是正措置を 求めるこ

と ができ る。  

 

（ 交付決定の取消し ）  

第14 条 区⻑ は、補助金規則第19 条による補助金の交付決定の全部又は一部を 取消し たと き は、

速やかに、 その旨を 補助金交付決定取消通知書（ 様式第 10 号） により 当該補助事業者等に通知

するも のと する。  

２  区⻑ は、 前項の規定により 補助金の交付を 取消し た場合において、 既に補助金を 交付し てい



 

ると き は、 期限を 定めて補助金を 返還さ せるも のと する。  

 

（ 代表者の変更）  

第 15 条 採択団体は、 代表者に変更が生じ た場合は、 速やかに補助金代表者変更届出書（ 様式第

11 号） を 提出する も のと する。  

（ その他）  

第 16 条 こ の要綱に定めるも ののほか、 補助金の交付に関し て必要な事項は、 別に定める。  

 

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和５ 年５ 月 26 日から 施行する。  

２  こ の要綱は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する。  

３  こ の要綱は、 令和 7 年 3 月 13 日から 施行する。   


